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要 旨
　近年，中国と日本における刑法学の交流は進んでいるにもかかわらず，両国の法規定の違いないしそ
の法規定の背後にある法に対する根本的な理解の違いについては，ほとんど理解されていないように思
われる．というのも，ソ連刑法を源流とする中国刑法は，日本刑法にとってかなり異質なものであり，
漢字という懸け橋がいるものの，それぞれの文化により同じ言葉を使っても使う場面や意味しているも
のが異なる場合が多く存在する．以上のことから，本稿は，筆者の研究テーマと関連する日本と中国に
おける過失の共同正犯の刑法規定，とりわけ共犯規定と重大交通事故罪および重大責任事故罪を取り上
げて比較し，これを中心に両国の法規定ないし法理念の相違を明らかにするものである．
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Ⅰ は じ め に
　過失の共同正犯に関する理解が，その国の刑法
の規定にかかわっていることはいうまでもない．
日本刑法60条は，共同正犯を「 2 人以上共同して
犯罪を実行した者」と定義し，過失の共同正犯を
認める余地を残したといわれている1）．それに対
して，中国刑法は，法文で共同犯罪を故意犯に限
定しているため，過失の共同犯罪を認めないとい
うのが一般的な理解である．日本刑法においては
肯定する余地があり，中国刑法においては肯定す
る余地がなく，一見明確なこの対比の裏には，共
同正犯の法規定の違いのみならず，共犯および過
失犯全体の法規定と法理念の違いが反映している
と思われる．
　筆者はこれまで過失の共同正犯における日中比
較をテーマに研究を進めてきたが，そもそも判決
理由が簡略な中国では，判例を検討することが難
しく，さりとて学説を比較するとなると法規定の
相違が不明確なままで同じ概念を使っても意味し
ているものが全く違うように感じてきた．この齟
齬は，日本の刑法学が中国の法規定ないし法理解
を誤解していることに基づいているように思われ
る．近年，中国と日本における刑法学の交流は進
んでいるにもかかわらず，両国の法規定の違いな
いしその法規定の背後にある法に対する根本的な
理解の違いについては，どっち側にとってもまだ
正確に理解されていない部分があるように思われ
る．もちろん，両国の刑法理論の発展レベルを見
ると，日本側の優位性を疑うことができないが，
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それでも中国の刑法を知ること自体は，それなり
の意味があるように思われる．
　そこで，本稿は，中国における過失の共同正犯
に関連する刑法規定を中心に，日本刑法との理解
の相違点を踏まえつつ，総論の共犯規定および各
論の過失犯規定を整理し比較するものである．
Ⅱ 共犯規定の相違点
1 ．中国における共犯規定
　中国刑法典第二章第三節は，共同犯罪に関する
規定である．その内容は，25条「共同犯罪の定義」，
26条「主犯」，27条「従犯」，28条「脅従犯」2）およ
び29条「教唆犯」によって構成される．そのうち
28条と29条は，本稿のテーマとはほとんどかかわ
らないため除外することにする．
⑴ 共同犯罪の定義
　25条 1 項3）は，「共同犯罪とは， 2 人以上共同し
て故意による犯罪を犯すことをいう」と規定し，
共同犯罪の定義を提示する．日本刑法との大きな
違いは，共同犯罪を故意犯に限定するところにあ
る．続いて 2 項前段は，「 2 人以上共同して過失に
よる犯罪を犯したときは，共同犯罪として処断し
ない」と規定し，同項後段は「刑事責任を負うべ
き者は，それらが犯した罪に応じてそれぞれ処罰
する」と規定している．伝統的な刑法理論4）は，25
条 2 項を 1 項の確定規定とし，① 1 項と同じく，
過失犯の共同犯罪は認められず，② 2 人以上の過
失により侵害結果を生じさせ，それが犯罪に当た
る場合には，それぞれの罪責に応じた処罰を受け
る，という二つの意味で理解している．ここにい
う「それぞれの罪責に応じた処罰を受ける」とい
うのは，いうまでもなく各行為者と結果との間の
因果関係を立証しなければならないが，実際のと
ころ後述する射撃の事例のように，個々人と結果
との因果関係が証明できない場合であっても，過
失犯を認めることがある．
　中国刑法における過失犯処罰の問題は，刑法13
条と具体的な過失犯罪の条文に関係する．刑法13
条では，「情状が著しく軽く危害性が弱い場合に
は，犯罪として認めない」と規定し，形式上各論
における犯罪の具体的な構成要件に該当しても，
その犯罪の具体的な情状がとりわけ軽微であり，
かつそれほど重い侵害結果を生じさせなかった場
合には，そもそも犯罪にならず，違法と評価され
うるが，犯罪として評価されえないと理解されて
いる．そして，各論における過失犯の条文では，
通常「重大な侵害を生じさせた」という文言が存
在するため，過失により何かしらの侵害結果を生
じさせても，たとえば財産損害を生じさせたが条
文や解釈に決められた金額を満たさなかった場合5）
には，犯罪が成立しない．もちろん，このような
場合に民法もしくは行政法による対処はできるが，
刑法を用いて行為者の行いを「犯罪」として評価
することはできない．これは，中国刑法が過失犯の
当罰性を重視していることに関係するように思う．
　近年，過失の共同正犯の問題が議論され，25条
2 項の解釈が論じられている．前述したように，
中国における共同犯罪は故意犯でなければならな
いから，そもそも過失犯の共同犯罪は議論になら
ないはずである．しかし，1997年に出版された刑
事裁判例選6）7）では，以下のような事例が載ってい
る．A と B は射撃の技術を競うため，露台でその
露台から8.5メートル離れた木の上にある空き瓶を
的にし，銃を用いて射撃ゲームを始めた．両者は
同じ銃を使い，順番で三発ずつ撃ったが，全弾命
中しなかった．そのうちの一発が林を抜け，露台
から百メートル離れたところを通りかかった通行
人Cに命中して死亡させたが，AB両名のうち，ど
ちらが撃った弾丸が C を死なせたのかが認定でき
なかった．裁判所は被告両名に過失致死罪を認め，
それぞれ 4 年の有期徒刑（日本刑法の懲役刑に相
当する）に処した．25条の規定を伝統的な理論に
従って読めば，この判決は明らかに誤りである．
しかし，本判決が存在する以上，その当否は別と
して，裁判所がこのような行為について要罰性を
認めたことには，異論がないように思われる．そ
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して，今後これと類似する事例が起きた場合に，
法規定の変更がないとしたら，いかにして納得の
いく論理を立てるかが重要な問題となる．
　この問題を契機として現れたのが，25条 2 項を
再検討しようとするアプローチである．馮軍は共
同過失犯罪と過失共同犯罪を区別するによって，
過失の共同正犯の基礎づけを試みる．これによれ
ば，共同過失犯罪は，共同の惹起は存在するが，
各行為者の間に「共同の注意義務」が存在しなか
った場合である．これに対して，過失共同犯罪は，
2 人以上の行為者が法益侵害の結果を惹起するこ
とを防止する「共同の注意義務」を負いながら，
行為者全体の不注意により，法益侵害の結果を惹
起した場合である．現行刑法の規定は前者の場合，
つまり共同過失犯罪を否定しているにすぎず，過
失共同犯罪を否定していない．すなわち，刑法25
条 2 項の規定は，過失の競合（同時犯）に関する
規定であり，それぞれの行為によって処罰すれば
足りる．一方，過失共同犯罪は，各行為者の間に
「共同の注意義務」とその「共同の懈怠」を要求す
るため，各人に一部実行全部責任の法理を適用し
なければならない．このように解釈すれば，中国
刑法においても過失共同犯罪（過失共同正犯）を
認める余地が生ずる8）．
　しかし，その反論として，以下のことが挙げら
れる．つまり，25条 2 項の文言は単に「共同して
過失による犯罪を犯した」（原文：共同过失犯罪）
と規定しているにすぎず，そこに「共同過失犯罪」
と「過失共同犯罪」を区別するような意図がある
のだろうか．さらに，仮にこのような意図が存在
しても，そもそも中国語における「共同過失犯罪」
と「過失共同犯罪」という言葉は，意味の違いが
ほとんど存在しないため，過失同時犯と過失共同
正犯を区別する機能を有するかどうかが疑わしい．
したがって，この説を一般的に受け入れるのは難
しい9）．
　他方，張明楷は，二つの可能性を示した．一つ
は，刑法25条 1 項を，狭義の共犯に限定する解釈
法である．つまり，刑法25条 1 項―「二人以上の
者が共同してする故意による犯罪」―における主
体は，教唆犯と幇助犯であり，正犯は含まれない
と解すれば， 1 項の規定はただ過失の教唆ないし
幇助を否定するものとなる．さらに， 2 項につい
て，過失の場合に，統一的な正犯概念―つまり，
共同犯罪に関与するものすべてを正犯にする正犯
概念―の立場をとるのであれば， 2 項の意味は，
過失による狭義の共犯を否定するものとなり，過
失の共同正犯を否定するものではないことになる．
そうであれば，過失の共同正犯を認める余地が生
まれる．もっとも，25条は共同犯罪全般に関する
規定であり，正犯だけを取り除いて狭義の共犯の
みに適用するような文言は刑法上どこにも存在せ
ず，さらに，論者自体が統一的な正犯概念に賛成
するわけではなく， 1 項を狭義の共犯に限定する
立場でもなく，むしろ限縮的正犯概念を支持する
ため，これはあくまでも解釈の可能性を提示する
だけであって，確実な主張ではないということに
留意しなければならない．もう一つの可能性は，
共同犯罪は違法性の問題であり，法益侵害の結果
が客観的に各行為者の行為に帰属できるかどうか
という問題を解決する犯罪形態であるため，25条
1 項の「共同して故意による犯罪」を「共同して
意図的に行う犯罪」と解すれば，過失の共同正犯
を認める余地が生まれる，ということである．も
っとも，過失犯罪の実行行為は故意犯より緩和さ
れるため，客観的な注意義務に違反する行為のす
べてが実行行為として認められる．そのため，こ
のような行為について共同正犯として処罰する必
要性はなく，単独犯として処罰すれば足りる．
　張説の問題点は，25条が「故意による」という
文言を使ったにもかかわらず，それを「意図的に」
と理解して良いのかということである．確かに，
中国刑法では，「故意」という文言には，故意過失
の「故意」と「意図的に」という意味での「故意」
の両方の用法が存在し，条文により異なる意味で
解釈されうる．おそらく当時の立法者が「故意」
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という文言を故意過失の「故意」に限定して意味
を統一しなかったという事実はあるだろう．しか
し，25条 1 項における「故意」の文言は，明らか
に 2 項の「過失」と対応しており，立法理由を調
べても，共同犯罪を故意に限定しようとする意図
が存することから，このような解釈はやはり承認
しがたい．ここであえて「意図的に」の意味に理
解することは，解釈の混乱を招く恐れがあるし，
立法の趣旨にも反するようにも思われる．したが
って，中国における過失の共同正犯を肯定する解
釈論のアプローチは，ほぼ不可能といえよう．
　そこで，解釈論としては無理であっても，社会
の発展とともに，医療や工事現場など，複数の行
為者が過失により侵害結果を生じさせた場合に，
過失の共同正犯を認めない限り，犯罪成立の立証
が著しく困難となる場面が出てくることに鑑みて，
やはり立法でそれを認める必要があるではないか，
という学者が次第に増えてきた．たとえば，張明
楷は，立法論のアプローチとして，現行法の規定
では，過失の共同正犯を認める余地はないが，現
実にそれに対応する事実が存在することと，そう
した事実が高度の社会的危害性を有することに鑑
み，刑事政策的な考慮から，過失の共同正犯を法
律で規定する必要があると述べる10）．すなわち，
①共同正犯を認めるか否かについて重要な意味を
持つのは，一部実行全部責任の原則が適用できる
かどうかである．故意犯にも過失犯にも実行行為
が想定できるから，現実的に見れば，共同犯罪は
故意と過失双方について考えられるため，故意犯
の共同実行行為に一部実行全部責任の原理が適用
されうる以上，過失犯の共同実行行為にも適用で
きない理由はない．② 共同正犯の要件としては，
客観面において複数の行為者の行為がそれぞれ法
益侵害結果を惹き起こしたことに存する．主観面
として意思の連絡が要求されるが，ここでいう意
思の連絡は，故意犯における意思の連絡に限定す
べきではなく，犯罪構成要件に該当する事実の共
同遂行に当たっての社会通念に即した意味での意
思連絡さえあれば足りる．なぜならば，社会通念
に即した意味での意思の連絡があれば互いの結果
回避義務の不履行という心情を促進，強化するこ
とが十分ありえるからである．そうすることによ
って，一方の行為と他方の行為との間に因果性が
認められ，各行為者はほかの行為者が惹起した結
果に対しても，予見可能である限り，責任を負う
ことになる．
　以上のように，中国において過失の共同正犯を
認めることの最大の障害は，刑法25条の規定であ
る．納得のいくような解釈論的解決が望めない以
上，立法で25条の規定を日本のような法文に変え
ることがもっとも望ましい解決法であるが，共犯
規定は1979年から今日まで，新旧刑法典の世代交
代および十の刑法改正案を経っても一向に変更さ
れることなく維持されてきた．これからもおそら
く変更されることがありえないだろう．そうであ
れば，現実に対応するような解釈論を立てること
が必要となる．
⑵ 主犯と従犯
　中国刑法26条は主犯に関する規定である．すな
わち，「犯罪集団を結成し，もしくは指導して犯罪
活動を行った者，または共同犯罪において主要な
役割を果たした者は，主犯である」（ 1 項）．「 3 人
以上共同して罪を犯すために結成した比較的固定
的な犯罪組織は，犯罪集団である」（ 2 項）．「犯罪
集団を結成しまたは指導する首謀者に対しては，
その犯罪集団が犯したすべての犯行に応じて処罰
する」（ 3 項）．「第 3 項に規定する以外の主犯に対
しては，その者が参加し，組織しまたは指揮した
すべての犯行に応じて処罰しなければならない」
（ 4 項）．次に，27条は従犯に関する規定である．
つまり，「共同犯罪において副次的又は補助的な役
割を果たした者は，従犯である」（ 1 項）．「従犯に
対しては，その刑を軽くし，軽減しまたは免除し
なければならない11）」（ 2 項）．
　これらの条文から分かるように，中国刑法にお
ける主犯と従犯は，日本の正犯，教唆犯，幇助犯
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の分類と異なり，共同犯罪における各犯罪者が担
った役割の重さによって決める分類法である．日
本刑法における共犯類型の分類は，行為者の行為
に着目し，それぞれ正犯行為，幇助行為，教唆行
為を行ったことについて，正犯，教唆犯，幇助犯
として評価される．それに対して中国刑法におけ
る主犯と従犯の類型は，行為者の行為により実際
に惹起された犯罪結果に注目し，その犯罪結果に
対しての寄与度が大きければ主犯となり，逆に小
さいければ従犯となる．中国刑法は，正犯と狭義
という共犯概念を採用していないが，学説が広く
この分類の有用性を認めているため，共犯問題を
論述する際に，これを使うことが多い．
　伝統的な刑法理論12）によれば，主犯には二種類
ある．第一は，犯罪集団を結成し，もしくは指導
して犯罪活動を行った者，言い換えれば犯罪集団
の主要人物13）である．第二は，共同犯罪において
主要な役割を果たした者である．第二の種類には，
さらに①犯罪集団において，第一の種類以外の主
要な役割を果たした者，②多衆犯罪14）における主
要な役割を果たした者，③前記の①②以外の共同
犯罪において主要な役割を果たした者，の三つの
類型が挙げられる．そして，27条と対応して，従
犯は ① 副次的な役割を果たした者と，② 補助的
な役割を果たしたものとに分類される．前者は，
主犯における主要な役割とは対照的に，ある犯罪
の客観要件15）としての行為を行ったが，共同犯罪
での役割は主犯より小さい場合である．後者にい
う補助的な役割について，前者の副次的な役割を
役割の小さい実行犯として理解するのであれば，
補助的な役割をもっぱら幇助犯として理解するこ
とができる．すなわち，補助的な役割というのは，
直接に犯罪構成要件に該当する行為を行わないが，
その実行に加担し，利便を提供するなど，間接的
に犯罪結果を実現する場合である．すでに述べた
ように，主犯と従犯の概念から，行為類型ではな
く，行為者の共同犯罪における役割の程度だけが
区別の基準となるため，その判断が相対的である．
そのため，日本刑法の法体系では想像できない，
正犯行為が実行されなくとも教唆行為の役割が大
きいと評価され，教唆犯が成立し（ただし未遂に
とどまる），あるいは幇助行為に徹するが役割が大
きいため，主犯として評価される状況が生じてく
る．たとえば，教唆者と被教唆者の関係において，
被教唆者が限定責任能力者であったとき，実行犯
である被教唆者より教唆犯の役割が高く評価され
れば教唆者を主犯とすることができ，逆に被教唆
者が従犯として処罰することもできる．
　しかし，伝統的な共犯論の解釈は，条文の用語
の説明にすぎないであって，近時の共同犯罪の重
要問題，たとえば間接正犯，承継的共犯，片面的
共犯，身分，不作為，因果性，共犯の離脱，錯誤
などの問題には，ほとんどかかわっておらず，ま
して具体的な基準を提示することもない．そのた
め，近時の学者は，伝統的な共犯論を支持するこ
とが少なく，主犯と従犯の区別については，犯罪
認定の段階で考えるより，量刑の段階で考えるこ
とが多い16）．
2 ．中国における過失犯規定
　日本刑法における過失犯処罰は，38条 1 項但書
によって基礎づけられている．他方，中国刑法15
条によれば，過失犯罪とは「自分の行為が社会に
危害を及ぼす結果を生じさせる可能性を予見すべ
きでありながら，不注意により予見せず，または
すでに予見していたにもかかわらず結果を回避で
きると軽信し，これらの結果を生じさせた」もの
である．さらに， 2 項では，「過失による犯罪は，
法律に規定がある場合に限り，刑事責任を負う」
とし，日本と同じく過失犯の例外処罰性を明示し
た．このように，日本と中国の総論における過失
犯規定は，細かいところに相違があるが，大まか
な枠組みについてはさほど異ならない．中国で過
失犯論を議論する際に，日本の学説をそのまま使
ったとしてもそれほどの違和感はないし，日本の
学説を支持する見解も多数ある17）．ところが，各
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論における具体的な犯罪に注目すると，立法形式，
構成要件，刑罰など，様々な点で違いがある．
　以下では，主に133条「重大交通事故罪」と134
条「重大責任事故罪」を見ておきたい．日本刑法
では，刑法典における過失犯罪は八つしか存在し
ない．そして，過失犯が例外的に処罰されるため，
たとえば209条（過失傷害）のように，条文で「過
失による」と明示した場合にのみ処罰されうる．
さらに，具体的な罪名については，常に「過失 X
罪」という形をとっている．それ以外の多くの過
失犯に関する規定は，具体的な行政法規定によっ
て定められている．一方，中国では，刑罰法規が
原則的に刑法典に納められ，行政法規の中で刑事
罰を設けることはない．その代わりに多種多様な
過失犯規定が存在する．そして，中国刑法15条の
ような過失に関する総則規定があるため，犯罪が
過失によって構成されうるかどうかは，罪名だけ
では判断できず，また，条文においても「過失に
よる」という文言を使うことが少なく，したがっ
て，ある犯罪類型が過失犯でも処罰しうるか否か
がしばしば議論されるのである．一般的な認識で
は，133条と134条は典型的な過失犯罪である．日
本の犯罪白書によれば，窃盗罪の次に件数が多い
のは，過失運転致死傷と自動車運転過失致死傷・
業務上過失である．中国には，日本の犯罪白書と
同じ「中国法律年鑑」という資料が存在し，過失
犯罪に関する継続的な統計こそ存在しないものの，
2004年から「重大交通事故罪」の件数が明示され
るようになり，2006年から「重大責任事故罪」の
統計が断続に記載するようになった18）．「重大交通
事故罪」についても，同条の司法解釈がよく議論
されることと，一部の学説は，この条文が過失の
共同正犯を肯定していると考えることから，本稿
で挙げる必要があるように思われる．さらに，過
失の共同正犯を肯定する日本の判例は，主として
業務上過失致死傷罪の成否にかかわるものである．
同じような犯罪が中国で行われた場合には，ほと
んど「重大責任事故罪」が適用される．以上のこ
とから，比較の対象をこの二つの犯罪に焦点を合
わせることが，説明の簡明につながるように思わ
れる．
　併せてこの二つの犯罪の刑法における位置づけ
を明らかにしたい．133条と134条は，中国刑法典
各論第二章「公共の安全を害する罪」における規
定であり，この章における犯罪の特徴としては，
不特定多数の人の生命，健康，または重大な公私
の財産権が保護法益とされているところにある．
すなわち，第四章「国民の身体の権利および民主
的権利を侵害する罪」，ないし第五章「財産を侵害
する罪」と比べると，第二章における罪は，個々
人の身体，生命，財産など個人的な法益より，社
会公共の安全といった治安面の秩序を保護法益と
している．そのため，第二章における罪は一般的
な過失致死傷罪より，刑罰が重いことに留意する
必要がある．
⑴ 重大交通事故罪（133条）
　「交通運輸管理法規に違反し，よって重大な事故
を引き起こし，人に重傷害を負わせもしくは人を
死亡させ，または公私の財産に重大な損害を生じ
させた者は， 3 年以下の有期懲役または拘役に処
する．交通事故を引き起こした後，逃走またはそ
の他の特に悪質な情状があるときは， 3 年以上 7
年以下の有期懲役に処する．逃走により人を死亡
させたときは，7 年以上の有期懲役に処する」．本
条によれば，規範の違反，重大な事故の発生，死
傷結果もしくは重大な財産損害という三つの要件
を満たす場合に，犯罪が成立し， 3 年以下の基本
刑が適用されることになる．また，行為者が逃走
しまたはその他の特に悪質な状況がある場合と逃
走により人を死亡させた場合に，それぞれ刑罰が
重くなる．なお，2000年に，「重大交通事故事件に
関する解釈」19）という最高法院（最高裁に相当す
る）の解釈が，133条の用語の意味を明らかにした．
　ここで，最高法院の解釈について補足しておき
たい．中国では，最高法院によってなされた具体
的な犯罪や条文に対する説明が司法解釈と呼ばれ，
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独特な意義を有する．司法解釈は，基本的に刑法
用語を説明すること，事実認定の基準を提示する
ことなど，刑事裁判の円滑な進行を担保する目的
で作られたものである．たとえば，どの程度の規
模の交通事故が「重大な」交通事故といえるのか，
またはその他の「特に悪質な」状況とはどのよう
な状況を想定しているのかなど，条文の内容をよ
り具体化し，明確化する．この意味において，日
本における判例と類似する役割を有しているとい
えよう．歴史的な理由から現代法治国家のスター
トが遅れた中国は，法制度の形成や法律人材の育
成などがまだ完成していないため，これまで特に
裁判官の専門性不足に悩まされてきた．司法解釈
は，このような現状を改善することができ，中国
における現代刑法学の発展に積極的に貢献したと
評価できる．しかし，問題となるのは，司法解釈
が刑法規定と食い違う場合である．133条の司法解
釈がまさにこの問題の顕著な表れである．
　問題となる解釈は次の点にある．「重大交通事故
事件に関する解釈」5 条 2 項は，「重大な交通事故
が引き起こされた後，事業体の管理者，車両の所
有者，車両の請負人，もしくは乗車人が行為者に
逃げるよう唆し20），被害者が救助されず死亡し場
合に，これを重大交通事故罪の共犯とする」とし，
同じく 7 条，「事業体の管理者，車両の所有者，も
しくは車両の請負人が他人に交通運輸管理法規に
違反するよう唆し，あるいは命令し，重大交通事
故を引き起こし，かつ本解釈 2 条が規定する条件
を満たした場合に，重大交通事故罪として処罰す
る」とする．すでに述べたように，中国刑法25条
が共同犯罪を故意犯に限定しており，過失犯の場
合に共同犯罪が成立することはないとされた．に
もかかわらず，当解釈 5 条 2 項によれば，重大交
通事故が発生し，上述した者が行為者の逃走を唆
した場合に，その者を過失犯罪である重大交通事
故罪の共犯とし，過失の共同犯罪とすることにな
る．そして， 7 条では，これらの者が行為者に重
大交通事故罪を唆し，または命令し，実際に当罪
の要件を満たした場合，重大交通事故罪として処
罰することとなるので，重大交通事故罪の教唆を
認めることとなる．法律主義の見地からは，刑法
と司法解釈が衝突した場合には，無論刑法が優先
され，よって司法解釈は誤りとなるが，中国では，
法律の効力を有しない司法解釈が，各階級の法院
におけるほぼすべての裁判において引用されるよ
うになる．この解釈と現行法の矛盾について，問
題がないと考える学説21）と不適切と考える学説22）
が両方存在する．
⑵ 重大責任事故罪（134条）
　1997年刑法134条 1 項は，「工場，鉱山，営林場，
建築企業又はその他の企業もしくは事業体の職員
が，管理に服さずまたは作業の規則制度に違反し，
作業員をして規則に違反して危険を冒して作業を
強制的に行わせ，重大な死傷事故またはその他の
重い結果を生じさせたときは， 3 年以下の有期懲
役または拘役に処」し，「情状が特に悪質であると
きは， 3 年以上 7 年以下の有期懲役に処する」と
規定する．本条は，当時の刑法が，犯罪主体を工
場，鉱山，営林場，建築企業またはその他の企業
もしくは事業体の職員に限定し，本罪が成立する
範囲を限定した．ところが，2006年「刑法改正案
（六）」は，134条 1 項の規定を「生産または作業過
程において，安全管理規定に違反し，重大な死傷
事故またはその他の重い結果を生じさせた者は，
3 年以下の有期懲役または拘役に処する．情状が
特に悪質であるときは， 3 年以上 7 年以下の有期
懲役に処する」と改正し，犯罪が成立する範囲を
抽象化した．これにより，改正前の工場，鉱山な
どの場所は言うまでもなく，それ以外の生産また
は作業と評価できるような場所においても，本罪
の成立を可能にした．2007年の司法解釈は，鉱山
での生産活動により，重大責任事故が発生したと
きの「主体」，「重大な死傷事故」または「その他
の重い結果」についていくつかの状況を挙げてそ
の意味内容を明らかにした．さらに，2011年の司
法解釈には，鉱山以外の場所で重大責任事故が発
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生した場合に，上述の項目の認定について，2007年
解釈を参照することができる，という記述がある．
生産または作業過程において，重大交通事故が発
生した場合，たとえば工事の最中に自動車の運転
により重大な死傷事故がひき起こされた場合に，
事故が生じたのが公共交通の領域であるか否かを
判断し，そうであれば133条重大交通事故罪であ
り，そうでなければ134条 1 項重大責任事故である．
　このように，1997年刑法が制定された当時は，
134条 1 項の犯罪主体が「工場，鉱山，営林場，建
築企業又はその他の企業もしくは事業体の職員」
に限定されていたが，経済の発展とともに，これ
らの主体以外の，上述した生産または作業活動に
従事するライセンスを有する個人や，資格を有し
ないにもかかわらず生産または作業活動に従事す
る個人，事業体などの出現により，法改正の呼び
声に応じ，2006年刑法改正案では犯罪主体を無限
定にした23）．これによれば，生産・作業の過程で
安全管理規定に違反した者はすべて重大責任事故
罪の主体になりうる．日本では，判例が業務上過
失における業務について，「本来人が社会生活上の
地位に基づき反復・継続して行う行為であって，
他人の生命・身体等に危害を加えるおそれあるも
の」24）として，「業務性」の意味内容を具体化する
が，本罪名における生産・作業の意味内容につい
て，学説においても実務においても「生産性・作
業性」の内容を明らかにし，限定する動きが見ら
れない．134条 1 項が具体的な列挙から抽象的な用
語へと改めたことにより，犯罪主体だけでなく，
犯罪の客体も限られた領域における法益ではなく，
より一般的な法益を指し示すようになったと思わ
れる．実際にも，改正後の重大責任事故罪は，鉱
山，工場といったもっぱら生産・作業を従事する
状況のみならず，たとえば個人が無免許で経営し
たアパートにおける火災事故まで，幅広く認めら
れるようになった．
Ⅲ 検 討
　日本と中国における法規定の相違をまとめてみ
よう．
　第一に，犯罪論の体系について，日本の構成要
件該当性・違法性・有責性という段階的な判断過
程に対して，中国は犯罪の主観面，客観面，主体，
客体という四つの要件を合わせて総合的な判断を
行う25）．日本では，犯罪行為が非常に重要な地位
を占め，すべての議論が行為から始められ，行為
を中心に検討されているといえよう．行為者が犯
罪を行ったといえるためには，彼が具体的な構成
要件に当てはめる行為を実際に行い，さらにその
行為が違法と評価され，最後には彼がその行為に
ついて責任を負うことが必要である．すなわち，
行為が犯罪の起点となり，刑事的評価の背骨とな
るわけである．これは，共同実行には参加せず，
共同実行の意思の形成にのみ参加する者（共謀共
同正犯）の正犯性の存否の問題と，先行者がすで
に実行行為の一部を行い，その実行行為が終了す
る前に後行者が共同実行の意思をもって実行行為
参加した場合に（承継的共同正犯），後行者が自ら
の加功前の事実について共犯としての罪責を負う
かという問題など，日本刑法における数多くの問
題にかかわると思われる．これに対して，中国の
場合に，犯罪行為はあくまでも客観面の一つとし
て評価され，犯罪者の性別を含む一般的な意味で
の身分，犯罪手段の残虐性，犯罪結果の重大性，
行為者の主観的な悪質性，犯罪行為がもたらした
社会的な影響の強弱，行為者にまつわる特別な事
情の有無（たとえば期待可能性がない場合）など
の要素を総合的に判断することになる．さらに，
刑法各則において比較的に成立要件の緩い罪名
（たとえば 2 章114条，115条における公共危険罪）
がいくつか存在し，個々の要素が完全に構成要件
に該当しなくても，総合的な判断でほかの要素が
補うことで最終的に犯罪として認定されることが
ある．
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　第二に，共犯類型について，日本では犯罪の行
為類型を根拠に共犯を正犯，幇助犯，教唆犯に分
ける形式に対して，中国は犯罪者の犯罪の過程に
おける役割を根拠に，共犯を主犯と従犯に分け，
さらに別個に教唆犯と幇助犯の特別類型である脅
従犯を規定する形式をとる．それぞれの犯罪論体
系に対応して，日本の通説は行為，とりわけ正犯
の行為を重視し，狭義の共犯には正犯の罪責を基
準に決めることにし，そこから従属性の理論を生
み出した．幇助犯と教唆犯の可罰性は，正犯の可
罰性を前提にしなければならない．正犯のない幇
助は刑法的な意味を持たず，被教唆者が教唆され
たことを行わなかった場合に，教唆者を処罰する
ことができない．中国は犯罪の行為を特別視する
ことなく，これを犯罪の客観面の一環として考慮
し，犯罪にかかわるあらゆる面を総合的に判断す
ることに注力する．これは，犯罪過程における役
割の大小もこれを基準に決めることを意味する．
自ら実行行為に参加しなかったが犯罪行為の画策，
立案段階で大きく寄与した者，いわゆる犯罪の主
唱者，ないし首謀者に当たる者は，犯罪行為の遂
行および成功に大きな役割を有することは容易に
理解できるため，主犯とする．そして，あくまで
も役割の大小によって主犯であるか否かを決める
ため，理論上幇助であっても，役割が十分に大き
ければ，主犯として評価することもありうる．実
際にも，中国刑法各則には，幇助行為を実行行為
として（幇助行為の実行行為化）規定する条文も
いくつかある（たとえば107条，国家安全危害犯罪
活動資助罪26））．教唆犯に関しては，被教唆者が教
唆された通りに犯罪を行わなかった場合，もしく
は犯罪行為を行わなかった場合にも，教唆者を処
罰することができる（ただし任意的減免となる）．
　第三に，共同正犯の主観面について，日本の主
観面を限定しない共同正犯規定に対して，中国は
共同犯罪を故意犯に限定する．現代刑法は故意犯
を原則的に処罰し，過失犯を例外として処罰する．
過失の共同正犯の問題は，故意犯処罰を原則とす
る刑法を解釈する際に，体系論を破綻させないよ
うに過失を如何にして取り入れるかの問題である．
中国刑法総則における共同犯罪を含む多くの条文
は，もっぱら故意犯を予定し作られていた．たと
えば22条「犯罪の予備」，23条「犯罪の未遂」，24
条「犯罪の中止」の文言から分かるように，重大
な故意犯罪であれば可罰的とする「予備」，および
通常の故意犯罪であれば原則的に可罰的とする
「未遂」と任意的減免である「中止」などのいわゆ
る犯罪の停止形態の問題は，故意犯の場合にのみ
問題となり，過失の場合に論じることはない．
　第四に，刑法各則における具体的な犯罪類型に
ついて，以下の点に相違がある．日本刑法におけ
る過失犯は，明文をもって「過失」「失火」などの
文言を用いて規定しない限り，処罰されない．こ
れに対して，中国の場合に，15条「過失犯罪」と
いう総則的規定が存在するため，具体的な犯罪類
型に「過失」という文言が現れなくとも，過失犯
として処罰することができる．実際にも，ごく稀
ではあるが，ある具体的な犯罪の主観面が故意な
のか，それとも過失なのかが議論されることもあ
る．刑罰に関しては，日本刑法における通常の過
失犯罪は，基本的に罰金刑のみが適用され，「業務
上過失」の場合に限って自由刑が適用可能となる．
そして，その自由刑の上限は懲役 5 年である．ま
た，過失傷害罪が親告罪であり，通常の過失致死
罪と業務上の過失致死罪に刑罰の差がある．一方，
中国刑法における過失犯罪は，自由刑のみが適用
され，すべてが非親告罪である．また，通常の過
失致死傷と特別な過失犯罪の刑罰は，一部を除い
て（たとえば133条）差異は存在せず，7 年以下と
なる．
　近年，中国では過失の共同犯罪の問題について
は，あまり議論されていない．数少ない論文の中
でも，結論として，25条の改正を前提に，ドイツ
や日本の学説をそのまま引用し，過失の共同正犯
の構成要件と適用について述べることが多い．そ
うした事情を見ると，立法で25条の条文について，
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故意の文言を削除し，共同犯罪を複数の者が共同
して行ったと規定するだけでは，すべての問題が
解決したことにはならないように思われる．私見
によれば，中国で過失の共同正犯を認めるには，
それ以外の障害もある．日本と中国における過失
の共同正犯にめぐる法規定の違いは，共同犯罪の
主観的構成要件の違いだけではなく，それ以外の
法規定，たとえば26条，27条の共犯規定の違いと，
その背後にある法に対する考え方の違いなどが強
く影響しているように思われる．そのため，中国
刑法25条をそのように改正するのは問題をより深
刻にするのではなかろうか．というのも，結果を
重視する中国刑法は，行為類型による共犯類型で
ある共同正犯，ひいては過失の共同正犯とは親和
性が弱い．過失の共同正犯の導入は，もともと共
犯の成立基準の提示機能が弱い主従犯規定と相ま
って，共同犯罪に一層混乱させることが予想でき
よう．たとえば，共犯の類型を役割の基準で判断
する際に，過失犯における役割を，どのように判
断すればいいのか．さらには作為による過失と不
作為による過失が混在する場合に，どのように考
えるのか．これらの疑問を答えるためには，過失
の共同正犯の成否を改めて検討する必要があると
思われる．
Ⅳ お わ り に
　以上，過失の共同正犯をめぐる日中法規定の相
違について検討した．私見によれば，日本刑法に
おける共犯規定は，犯罪行為を中心として理論を
展開するという特徴があるように思われる．すな
わち，具体的な犯罪を検討する際に，その起点と
なるのが実行行為であり，その実行行為の内容に
よって正犯，幇助犯と教唆犯の区別がなされる．
共謀共同正犯が問題となるのも，謀議が実行行為
として評価されえないからである．それとは対照
的に，中国刑法には犯罪の行為より，犯罪の結果
を重視する傾向がある．26条，27条の主犯・従犯
規定もこれを反映しているように思われる．主犯
になりうる条件は，共同犯罪において主要な役割
を果たしということのみであり，その行為の類型
について，刑法は規定していない．犯罪の結果に
対するの役割が著しく重要な場合に，正犯行為は
もちろん，自ら実行せずとも主犯として評価され
うるし，教唆行為や幇助行為だけを実行したとし
ても，主犯として評価されることもある．さらに，
中国刑法では，犯罪について常に何かしらの重い
結果を要求する特徴がある．たとえば，窃盗罪や
詐欺罪などの財産に対する犯罪について，一定の
数額を超えなければそもそも犯罪として処理する
ことが許されない．または，重大交通事故罪や重
大責任事故罪などにおいては，人の死傷ないし重
大な経済的被害といった重い結果の存在が要件と
している．このような事情から，過失の共同正犯
についても，その問題関心と価値判断の違いから，
議論の重点が異なってくる．
　この違いは，両国の刑法規定の背後にある，犯
罪についての考え方と密接に関係するように思わ
れる．日本では，ある行為が犯罪と評価されるに
は，構成要件該当性・違法性・有責性の順に検討
する．すなわち，行為が刑法の規定する具体的な
犯罪類型に該当することによって違法性が推定さ
れ，次に違法性阻却事由の有無を判断する過程に
入り，違法と評価されると責任の有無を判断し，
責任がある場合に犯罪が成立する．共犯において
も，正犯の行為を起点にし，この三段階を骨組み
に共犯の因果性，従属性の問題，身分，錯誤など，
様々な問題が絡み合って共犯の全体像が形成され
る．しかし，中国刑法は，四要件論の影響を強く
受け，犯罪の行為をあくまでも評価の一要素とし
か考えない．犯罪が成立するか否かは，結局のと
ころ犯罪にかかわるあらゆる事実をすべて合わせ，
総合的な判断をする．このような総合判断の中で
は，（偵察・証明という意味での）実態をつかみに
くい行為より，実際に目に見える犯罪がもたらし
たつめ跡，すなわち，犯罪の結果がはるかに把握
しやすく，直観的でもある．日本刑法における構
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成要件該当性は，犯罪の個別化機能を有するとい
われるが，中国では，犯罪の個別化は総合的考慮
の中に含まれるため，罪名の確定がしばしば論争
になる．たとえば，学説がある具体的な罪名につ
いて説明する際に，「犯罪であるかどうか，どの犯
罪が成立するか」という表現がよく使われる．常
に「どの犯罪が成立するか」を意識して学説を展
開する必要があるとされるのは，犯罪行為の実体
と判断基準の不明確に原因があると思われる．過
失犯については，日本における重過失とは，「注意
義務違反の程度が著しい場合」であって，「発生し
た結果の重大性，結果発生の可能性が大であった
ことは必ずしも重要」27）ではない．それと比べて，
中国では過失の程度はほぼ発生した結果の重大性
と比例する．
　現代社会における過失の共同正犯の問題，ひい
ては過失犯の問題は，これからの刑法の重要課題
の一つである．しかし，中国では最近の十年間過
失の共同正犯どころか，過失犯に関連する研究も
年間一桁の数にとどまっている．そこで，本稿は，
過失の共同正犯にめぐる日中法規定の相違点の究
明を試み，問題の再提起をした．今後の課題とし
て，過失の同時犯の見地から，過失の単独正犯に
よる解決を模索したい．
1） たとえば，山口厚「刑法（第 2 版）」有斐閣，2011
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